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(百万円未満四捨五入)

１.　平成23年３月期第３四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年12月31日）

（１）連結経営成績（累計） (％表示は対前年同四半期増減率)
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（２）連結財政状態
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２.　配当の状況
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（注１）当四半期における配当予想の修正有無　：　 有・無
（注２）23年３月期期末の配当金については未定です。
　　　　詳細は、「※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。

３.　平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日 ～ 平成23年３月31日）

（％表示は対前期増減率）
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（注）当四半期における業績予想の修正有無　：　 有・無
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４.　その他　（詳細は、添付資料Ｐ．４「２．その他の情報」をご覧ください。）

　(１)当四半期中における重要な子会社の異動　:　有・無

 新規　　－社（ 　－　　） 除外　　－社（ 　－　　）
　 （注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。

　(２)簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用　　　　:　有・無

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。

　(３)会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
　　　①　会計基準等の改正に伴う変更： 有・無
　　　②　①以外の変更 ： 有・無

　(４)発行済株式数（普通株式）

　　　①　期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年３月期３Ｑ 株 22年３月期 株

　　　②　期末自己株式数 23年３月期３Ｑ 株 22年３月期 株

　　　③　期中平均株式数(四半期累計) 23年３月期３Ｑ 株 22年３月期３Ｑ 株

　　(※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示）
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点
において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了していません。

 （※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項）

（注）事業の種類別セグメントの名称を次のとおり略して記載しています。

　ＩＡＢ： ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙｵｰﾄﾒｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ

　ＥＭＣ： ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸ&ﾒｶﾆｶﾙｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾂﾋﾞｼﾞﾈｽ

　ＡＥＣ： ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾂﾋﾞｼﾞﾈｽ

　ＳＳＢ： ｿｰｼｱﾙｼｽﾃﾑｽﾞ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ&ｻｰﾋﾞｽ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ

　ＨＣＢ： ﾍﾙｽｹｱﾋﾞｼﾞﾈｽ

　その他： 環境事業推進本部、電子機器事業本部、ﾏｲｸﾛﾃﾞﾊﾞｲｽ事業推進本部、ｵﾑﾛﾝﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱など
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２．当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年８月10
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　　限定されるものではありません。

業績はさまざまな要因により、異なる可能性があります。実際の業績等に影響を与えうる重要な要因には、（ⅰ）

１．業績予想などは、当社が現時点で入手可能な情報と、合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の

　　「販売費及び一般管理費」、「試験研究開発費」を控除したものを表示しています。

　　す。

　　本方針に基づいて決定し開示いたします。時期としては遅くとも平成23年４月を予定しています。

４．23年３月期の期末配当金につきましては、当社業績予想の確実性が高まった時点で、当社の利益配分に関する基

日内閣府令第64号）附則第４条の規定により、米国において一般に認められる会計原則に基づいて作成していま

３．当社は、米国会計基準に基づき連結損益計算書の表示形式としてシングルステップ方式（段階利益を表示しない方

　　式）を採用していますが、他社との比較可能性を高めるため、当決算短信の「営業利益」は、「売上総利益」から

当社グループの事業領域を取り巻く日本および海外の経済情勢、（ⅱ）当社グループ製品・サービスに対する需要

社との提携・協力関係、（ⅵ）為替・株式市場の動向などがあります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに

動向、（ⅲ）新技術開発・新商品開発における当社グループの能力、（ⅳ）資金調達環境の大幅な変動、（ⅴ）他

　　業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、Ｐ．４「１．当四半期の

　　連結業績等に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。
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